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１．背景 ～気候変動により広域化・長期化・深刻化する水害～

２．提言 「治水対策のパラダイムシフトに向けて」
～「解明・発信」「総力戦」「重層かつ大胆に」～

Ⅰ．「気候変動による気象・水象災害リスクの科学的解明と国民への発信」

Ⅱ．「自助・共助・公助による総力戦の展開」

（１）個人・地域・民間・行政の連携・協力体制の構築
（２）流域全域を対象とした洪水マネジメントへの移行

Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」

（１）洪水のピークカットを前提にした流域全体で水を貯める取組
（２）水が溢れても被害が発生せず、安心して快適に暮らせるまちづくり
（３）水防災意識社会再構築を促進・支援する「治水版ＤＸ」の構築
（４）自助・共助のさらなる充実

３．終わりに ～ 過去・現在から未来へ ～
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❏ 世界の自然災害は水・気象関連が圧倒的に多い
❏ 発生件数は増加の一途

種別
（2017
比率）

災害例

水関連
(47%)

洪水、土砂災害、
雪崩、沿岸洪水

気象
(35%)

熱波、寒波、落雷、
竜巻、高潮

気候
(11%)

旱魃、氷河湖決壊、
山火事

地球物理

(7%)
地震、津波、火山

Munich Re   website   https://www.munichre.com/topics-online/en/2018/01/2017-year-in-figures#furtherinformation

全災害計

※１人以上死者が出た災害 及び
一定規模の被害額（国により異なる）で出た災害をカウント

背景：気候変動により広域化・長期化・深刻化する水害
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世界の自然災害の発生件数
（1980 - 2017）

出典：国土交通省資料
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❏ 令和元年水害被害額は過去最高の2兆1千8百億円
❏ 支払い保険金額も2年連続1兆円越え

4
出典：一般社団法人日本損害保険協会 近年の風水害等による支払保険金

調査結果（見込み含む）
https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/disaster/weather.html#anchor-2019
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2兆200億円
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左目盛

風水害等による支払保険金
（2015年度～2019年度）
＜大雪＆大規模火災を除く＞

出典：国土交通省資料

１年間の日本の水害被害額
（名目額：1961年以降）

背景：気候変動により広域化・長期化・深刻化する水害

令和元年東日本台風は、単一災害で
1兆8千800億円の水害被害額
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❏ 新型コロナウィルス感染拡大による複合災害の脅威
❏ 気候変動により脅かされる経済社会の持続的発展
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出典：日本経済新聞WEB
https://www.nikkei.com/article/DGXMZ
O61763340R20C20A7000000/

広域化・長期化・深刻化する水害への対応について

「緊急提言」

３つのキーワード
◆ 「2050年のCO２排出実質ゼロ」
◆ 「ESG投資（環境・社会・ガバナンス）」
◆ 「SDGs（持続可能な開発目標）」

治水は国家百年の大計
・長期展望を持ち継続的に
・対応は待ったなし

背景：気候変動により広域化・長期化・深刻化する水害

・地球温暖化の防止
・災害リスクの増加や激甚
災害への適応

コロナ対策



提言：治水対策のパラダイムシフトに向けて

❏ 過去８０万年間で最も高濃度二酸化炭素を含んだ大気
❏ 日本周辺の気温・海水温は長期的上昇トレンド

出典： NOAANOAA（アメリカ海洋大気庁）ホームページNews & Features

◆南極大陸で観測史上初の
２０度超え（２０．７５度）
Marambio基地 2020年2月9日午後1時

◆日本の年平均気温は長期的に上昇しており、
特に1990年代以降、高温となる年が頻出。

◆日本近海における、
2019 年までのおよそ
100 年間にわたる海
域平均海面水温（年
平均）は上昇。

出典：気候変動監視レポート
2019（気象庁）

過去に経験の
ないCO2濃度

トレンド：+1.24℃/100年

全海域平均
+1.14℃/100年
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提言：治水対策のパラダイムシフトに向けて

❏ 4℃気温上昇により、降雨量1.3倍、洪水発生頻度約4倍
❏ 実際に、直近5年間では約5倍に増加

降雨量、流量の変化倍率と洪水発生頻度の変化

氾濫危険水位を超過した河川数（国内）

出典：国土交通省資料

降雨量 流量 洪水発生頻度

4℃上昇（RCP8.5） １．３陪 約１．４倍 約４倍

2℃上昇（RCP2.6）
（暫定値）

１．１陪 約１．２倍 約２陪
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提言：治水対策のパラダイムシフトに向けて

❏ 1953 年以降、
・ さくらの開花日は、10 年あたり1.0 日の変化率で早い
・ かえでの紅（黄）葉日は、10 年あたり2.8 日の変化率で遅い

かえで

出典：気候変動監視レポート
2019（気象庁）

このように、
地球規模の気候変動が、気象だけでなく、全ての現象に影響

→ 治水対策の前提条件が大きく変化

→ 治水対策にもこれまでの考え方に捉われない

パラダイムシフトが不可欠

さくら



提言Ⅰ．「気候変動による気象・水象災害リスクの
科学的解明と国民への発信」

❏ ﾏｸﾛとしてのリスクを、ﾐｸﾛにして国民に解りやすく発信
・ 「行政単位」だけでなく、「一人ひとり」「地域ごと」「経済

活動単位」ごとへのリスクへ変換

RCP8.5（4℃上昇）における降雨量変化倍率（決定値）

出典：国土交通省「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言（令和元年10月）

情報の受け手が、「わが事」として
理解できるように発信する

① 観測・計測体制の強化・充実をして、小
エリア単位で、リアルタイムリスク、予測
リスクの検討・解明

② 具体的に、いつ、どこで、何が、どの程
度、危険になるかといった現象の明確
化

③ 精緻かつ分かりやすいハザードマップ
等の提供・活用

「流域単位」、「行政単位」のリスク
では、真のリスクが伝わらない
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提言Ⅱ．「自助・共助・公助による総力戦の展開
（１）個人・地域・民間・行政の連携・協力体制の構築

● 福岡、大分、熊本 ● 新潟

平成24年九州北部豪雨 平成10年新潟豪雨
↓（5年） ↓（6年）

平成29年九州北部豪雨 平成16年新潟・福島豪雨
↓（3年） ↓（7年）

令和2年7月豪雨 平成23年新潟・福島豪雨

民間投資堤防の公的管理
（民間整備、公物管理）

・ 適切なリスク分担の整理（期
間のリスク、整備費の増加リ
スク、整備後の被災リスク
等、民間企業のみでは負担
できないリスクを洗い出し、適
切な官民のリスク分担を整理
することが必要。

行政機関主体の防災・災害対応
では十分に機能しない状況。

❏ 不足する災害対策予算と人員体制
→ 公物管理施設整備に民間活動や民間資金が投入され

易い環境を整備すること（PPP・PFIの積極的展開）
国土交通省水管理・国土保全局関係予算の推移
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提言Ⅱ．「自助・共助・公助による総力戦の展開」
（１）個人・地域・民間・行政の連携・協力体制の構築

❏ 経済や国民生活等に不可欠な鉄道橋梁の災害復旧
→ 鉄道事業者の迅速な運行再開のための制度拡充

制度の適用条件（下記）の緩和
・ 復旧後の鉄道施設を地方公

共団体が保有（いわゆる「上
下分離方式」）。

・ 国、地方公共団体等の公的
出資が2分の1以上となる法
人（第三セクター）が保有。

公共災害復旧事業と復興事業が一体的に実施できる制度創設
・ 災害復旧は3年～5年が限度。
・ 被災地区の復旧復興計画に位置づけた事業は、改良復旧であっても

原形復旧並みの国庫負担（98－99%）ができる支援制度

１７橋梁が流出
（令和2年7月球磨川水害）

くま川鉄道
球磨川第4橋梁
の流出

11



提言Ⅱ．「自助・共助・公助による総力戦の展開」
（２）流域全域を対象とした洪水マネジメントへの移行

❏ まちの空間に水害対策を組み込む
→ 地域全体で治水機能やその実効性を担保する

計画の作成と財源措置

これらが一体となった自治体の枠
を越えた計画の作成
・ 水害対策用「流域・地域減災

計画」の作成を制度設計
・ 位置づけ、効果、機能、義務・

努力義務（安全水準の選択）
等を規定

防災・減災に係る主な地域計画

◆地方自治体が作成（自治体ごと）
・ 国土強靭化地域計画
・ 地域防災計画

◆河川管理者が作成（流域ごと）
・ 河川整備計画

◆流域全体での財源を支援・補間
する仕組みが必要

「流域安全確保基金」等の設置
・ メリット・効果を指標化し、水

田貯留による被害補償など
・ 水防活動等の地域の適応策

を支援する税制度の創設 12



提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」
（１）洪水のピークカットを前提にした流域全体で水を貯める取組

❏ 洪水流量を貯めて洪水ピーク流量をカットすることが、
下流域に有効

中止・休止や優先順位を先送りにした「ダム」
「遊水地」「放水路」の再検証・再評価・再検討
・ 川辺川ダム（球磨川）、大戸川ダム（淀川）、

清津川ダム(信濃川)、戸草ダム（天竜川）、
千歳川放水路(石狩川)、第十堰（吉野川）、等

・ 利根川上流ダム再編（戸倉ダム建設、下久
保ダム・草木ダム・渡良瀬の治水強化）等

出典：関東地方整備局資料提供

八ッ場ダムの洪水貯留 川辺川ダムの洪水ピークカット効果（計算値）

出典：第2回球磨川豪雨検証委員会資料、令和2年10月、九州地方整備局 13



提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」

（１）洪水のピークカットを前提にした流域全体で水を貯める取組

❏ 貯留場所の多様化（ため池・水田・公園・耕作放棄地
・ダム）による相乗効果の追求

ため池の保持や水田貯留、公園等を活用した都市内貯留施設等についても一
体的・総合的に推進する制度を充実すること
・ ため池の統合管理、施設改良の補助、税制上の優遇措置の充実

耕作放棄地については、貯留効果を確保するための仕組みづくりを行うこと

取組が開始された、利水ダムの治水利用及びダムの事前放流による貯留機
能の増大・確保を継続すること

河道掘削、河道内樹木管理が継続的に実施できるよう、国土強靭化予算の恒
久化を図ること

14



提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」
（２）水が溢れても被害が発生せず、安心して快適に暮らせるまちづくり

出典：関東地方整備局資料提供

高規格堤防部分をコンク
リートボックス化し、氾濫
水の貯留機能の付加

高規格堤防を地下空間
道路と一体的に整備し、
平常時・避難時に活用

堤防を活用した安全確保・大規
模避難空間（命の丘）づくり

宅
地
開
発
、
再
開
発
と
の

共
同
事
業
（
p
p
p
）地震や洪水に

強い地盤

既存堤防の
緩傾斜化

眺望の改善

河川空間へ
のアクセス
ビリティ向上

地理院地図により断面図作成

上記写真付近の地形横断図

破堤時に壊滅的被害

河川民間利用の
用途緩和

15

❏ 高規格堤防の多目的化による、破堤被害防止と、
安心・快適な都市空間づくりの両立



出典：国土交通省関東地方整備局からの提供画像をキャプチャー
（C）Product Geoscience Agency by ARTBANK 16

提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」
（２）水が溢れても被害が発生せず、安心して快適に暮らせるまちづくり



出典：国土交通省関東地方整備局からの提供画像をキャプチャー
（C）Product Geoscience Agency by ARTBANK

17

小松川高規格堤防

高規格堤防上の大島小松川公園
からマンションを望む



❏ 被害を最小限にするためのまちの高台化促進

浸水を前提にした土地利用と
多目的利用の両面から、まち
の高台化を促進
・ 「ピロティ建築物」の整備
・ 大規模広域盛土等の「高

台建設」（高規格堤防と
の連携含む）

提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」
（２）水が溢れても被害が発生せず、安心して快適に暮らせるまちづくり

洪水氾濫への対応力を高め
る規制緩和を促進
・ 電気室などを上位階に設

置した場合の容積率不
算入措置制度

・ 固定資産税減免措置
出典：中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会」資料から作成

18



提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」

（３）水防災意識社会再構築を促進・支援する「治水版ＤＸ」の構築

❏ 危機感の共有化
・ 水害ハザード情報（事実）を適切にリスク情報（危険）に変

換し、その情報を広く公開し、防災・減災活動に繋げる

参考：「ディジタルのはなし」、岩田倫典著(日科技連出版社、1985年)、
p.200、図6.1を参考に作成。

個人・地域・民間・行政を繋ぐ
「治水版DX」のイメージ

平時から、水害リスクを国民
一人ひとりが共有できる仕
組みづくり
・ 地域の治水特性を示す

標高・地形等の地理空
間情報（変遷を含む）

・ 治水施設・都市施設等
の立地・運用情報

・ 避難等に係る防災情報
等

災害・防災情報の民間活動
での活用促進

19



提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」

（３）水防災意識社会再構築を促進・支援する「治水版ＤＸ」の構築

❏ 個人・地域・民間・行政の連携効果を確実にするため、
・ ハザードマップの精緻化・完全化への取組を推進

精緻化
・ 多段階外力によるハ

ザードマップ作成
・ 浸水の深さと時間の

リスク情報の提供
出典：第１回国土交通省インフラ分野のDX推進本部（令和２年７月２９日）、【ユースケース例】 災害リスク情報の3D表示

完全化（全地域対象）
・ 中小河川
・ 都市部における内水

ハザードマップ

重要事項説明時のハ
ザードマップ活用による
実効性の確保・向上

そのためには

国・自治体による利活用 民間事業者による利活用 住民による利活用

・ 安全な場所への避難計画の策定
・ 避難路・避難施設等の整備・検討

・ 災害リスクを踏まえた地盤かさ上げ等の宅地開発
・ 不動産取引の相手方への災害リスク情報の提供

・ 居住地に関する災害リスクの認知
・ 自宅から逃げ込める場所（高い建物など）

浸水しない建物がどこにあるか 建物の浸水がどれくらいか 避難場所はどこか（ルートや外観）

20



提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」
（４）自助・共助のさらなる充実

❏ 他国に劣る水害保険制度の普及促進・政府支援の向上
（現行加入率は４０％程度 → １００％へ）

保険料率の再検討支援

・ 浸水リスクが固定され、保険加入者
も一部に留まっており、保険料が
高止まり。

・ 海外や一部の国内保険会社にて実
施されているハザードマップを活用
した保険料率の再検討。

・ 被災リスクを地域住民に周知する
啓発活動。

水害保険制度の補償範囲の拡大支援

・ 水害による損害は、被災しなかった
場合でも事業の停止を余儀なくさ
れるような間接損害が発生。

・ 救済する制度として、例えば、降雨
量によるデリバティブ保険制度（損
害が発生しなくても決済金が支払
われる））の創設に向けた政府支援
の検討。
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提言Ⅲ．「重層かつ大胆な施策展開」
（４）自助・共助のさらなる充実

出典：安斉委員提供資料

（参考資料）諸外国の水害保険
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イ
ン
パ
ク
ト

発生確率

グローバルリスク2021（世界経済フォーラム：ダボス会議）

気候アクション
失敗

感染症蔓延

出典：超入門カーボンニュートラル（夫馬賢治著）より作成

2011年以降、最上位の
ポジションを継続
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不安度が大きく高まっている項目
〇「災害が頻発・激甚化する」
〇「地球温暖化問題が進行する」など

■10％～ ■5.0％～9.9％ ■-5.0％～-9.9％ ■-10％～ ○新設問（2017調査にない設問）

社会資本に関するインターネット調査（抜粋）

11.2 - 1.8

6.0 - 0.5

12.4 - 1.8

10.3 - 1.2

11.6 - 0.8

- 9.2 5.6

3.2 1.9

0.6 1.7

0.1 2.9

- -

不安を感じる計 不安は感じない計
日本全体、社会のこととして起こる不安

今回－

前回

今回－

前回

81.9

83.0

68.5

67.7

72.6

61.3

66.8

63.6

48.9

79.4

70.7

77.0

56.1

57.4

61.0

70.5

63.6

63.0

48.8

0 50 100（％）

今回
前回

5.0

4.8

9.3

9.3

8.8

12.4

10.3

11.5

15.1

5.4

6.8

5.3

11.1

10.5

9.6

6.8

8.4

9.8

12.2

0 50 100（％）

今回
前回

（n=3000）

ア) 災害が頻発・激甚化（する）

イ) 大地震が起こる

ウ) 食料供給に不安が生じる

エ)
エネルギー供給に不安が生じ

る

オ) 地球温暖化問題が進行（する）

カ) テロ、戦争が発生（する）

キ) 治安が悪化し、犯罪が増加

ク)
原発事故、放射性物質による

汚染

ケ) 交通事故、飛行機事故

コ)
新型コロナなどにより、社会・

経済・生活活動が停滞、破綻

●
安
全
・
安
心

出典：（一財）国土技術研究センター

調査対象者 ： 全国18歳～79歳男女
サンプル数 ： 3,000人
調査期間 ： 2021年4月27日（火）～5月6日（木）
調査方法 ： 登録モニターによるインターネット調査

前回調査は 2017.4.29～5.10 に実施、調査方法、調査
対象は今回と同様
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25八ッ場ダム 写真提供：国土交通省関東地方整備局

終わりに ～ 過去・現在から未来へ ～

未来への嚆矢となる
「緊急提言」に

◆ 国・都道府県・市町村、企業・住民
などが協働する総力戦

◆ 安全・安心のための強靭な
国土づくり・地域づくりを実現



【豪雨災害に関する緊急提言 ワーキング名簿】

＜JAPIC国土・未来プロジェクト研究会＞
最高顧問 中村 英夫 （一社）日本プロジェクト産業協議会 副会長
委員長 藤本 貴也 パシフィックコンサルタンツ株式会社 特別顧問

豪雨災害に関する緊急提言WG ※五十音順
荒木 千博 株式会社建設技術研究所 東京本社河川部長
安斉 孝仁 （一社）日本プロジェクト産業協議会 顧問

（WG長代理） 越智 繁雄 大成建設株式会社 執行役員
角田 光男 元東京都市大学講師、地域防災ジャーナリスト
加藤 孝明 東京大学生産研究所 教授
黒川純一良 （公社）日本河川協会 参与

（WG長） 関 克己 （公財）河川財団 理事長
飛田 茂実 （一社）不動産協会 事務局長代理（住友不動産株式会社）
林 敦 株式会社みずほ銀行 証券部長
深澤 淳志 （一財）日本建設情報総合センター 理事長
藤井 健 株式会社東急総合研究所 顧問
松谷 春敏 株式会社IHI 顧問
山﨑 智之 株式会社日本政策投資銀行 地域企画部PPP/PFI推進センター課長

＜事務局＞
丸川 裕之 （一社）日本プロジェクト産業協議会 専務理事
三浦 潔司 （一社）日本プロジェクト産業協議会 常務理事
中川 伸司 （一社）日本プロジェクト産業協議会 事業企画部 部長
箱田 泰史 （一社）日本プロジェクト産業協議会 事業企画部 部長

【参考】
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ご清聴
誠にありがとうございました
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